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神奈川労働局長 安全衛生推進賞 

遠 藤 一 郎   建設業労働災害防止協会神奈川支部 

横須賀分会事務局長 

神奈川県木造家屋建築工事等災害防止協議会 

横須賀地区会事務局長 

       久保田豊彦    （公社）神奈川労務安全衛生協会横浜北支部事務局長 

酒 井     明   陸上貨物運送事業労働災害防止協会神奈川県支部 

川崎南・川崎北分会事務局長 

田 中     浩      （公社）神奈川労務安全衛生協会厚木支部事務局長 

能 勢  俊 一   神奈川産業保健推進センター基幹相談員 

                 

(3) 中央労働災害防止協会 
 

① 緑 十 字 賞  

北 代  康 敏   （公社）神奈川労務安全衛生協会藤沢支部専任講師 

奥 山  和 彦   ㈱ミクニ小田原事業所小田原総務室 

        （公社）神奈川労務安全衛生協会小田原支部理事 

（全国産業安全衛生大会時 平成 23 年 10 月 12 日） 

 

② 中小企業無災害記録証 

中井開発㈱生産部         3,000 日（第 3種） 

ジュジュ化粧品㈱厚木本社工場    600 日（第 1種） 

 
③ 全国ＴＨＰ推進協議会表彰 

     全国ＴＨＰ推進協議会 進歩賞 

出光ルブテクノ㈱ 

中外製薬㈱鎌倉事業所 

 

全国ＴＨＰ推進協議会 功労賞 

小野田富貴子   富士通㈱健康推進本部産業保健指導センター長 

樋 口  義 弘   ㈱日立製作所通信ネットワーク事業部 
総務部安全衛生Ｇ部長代理 
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平成 23 年度収支決算報告 

 
 
1  平成 23 年度は、東日本大震災等々の影響で日本経済はマイナス成長、デフレの継続等の

厳しい経済情勢であった。そうした影響や、引き続く雇用情勢の厳しさの下で、技能講習等

の受講者は 22 年度の 1,848 名(9％)の減尐に続き、23 年度も１,529 名（8％）の減尐で 17,739

名となり、2年続きで 2万名を割り込んだ。また、会員数も前年度末比較で 69 事業場の減尐

となった。 

 

2 事業収入は前年度比 2,723 万円（7％）の減収、会費収入は 256 万円の減収等により、 

特定預金繰戻しを除く実質経常収入は、前年実績比で3,086万円(6％)余の収入減となった。 

  一方、経常費用は、技能教育費 1,472 万円、広報費 241 万円、諸給 597 万円、光熱費 

52 万円等の圧縮に努力をしたが、事業費、管理費合計で前年実績比 1,799 万円の減尐にとど

まった。 

  

3  こうした結果、正味財産は、減価償却費 1,768 万円を加え前年度より 1,617 万円悪化し、

2,543 万円減尐の決算となった。平成 21 年度 2,972 万円、22 年度 1,117 万円の正味財産の

減尐の決算が連続しており、収支改善のための検討と努力を一層強化しなければならない。 

   2,543 万円の減尐のうち、本部△1,289 万円（前年度△448 万円）、藤沢支部・小田原支部・

相模原支部は黒字決算となったが、12 支部合計で△1,249 万円（前年度△668 万円）となっ

た。なお、支部により正味財産の残高が枯渇する懸念も生じていることに注視していかなけ

ればならない。 

 

4  平成 23 年度の事業計画に基づき資産管理運用検討委員会を設置してきた。本年度 4 回の

委員会が実施され、理事会にその検討内容が報告され「資産管理運用規程」が制定された。 

今次 23 年度決算から満期保有目的債券の時価評価を決算書に明示することにした。 

 

5  上記、平成 23 年度決算及び税務処理については、当協会と顧問契約を結ぶ荻原 勝税理士

事務所の監査指導を受けている。 
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１.　重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

総平均法による原価基準を採用している。

（2）貯蔵品の評価基準及び評価方法
先入先出法による原価基準を採用している。

（3）固定資産の減価償却方法
設備造作・車両及び備品‥‥‥定額法による減価償却を実施している。

（4）引当金の計上基準
退職給付引当金‥‥‥期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。
減価償却引当金‥‥‥期末減価償却累計額の80％分を目標に計上している。

（5） 消費税の会計処理は、税込方式によっている。

２.　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

単位　円

科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高 増 減 の 理 由

退 職 給 付 引 当 預 金 49,314,238 810,000 0 50,124,238 要 支 給 額 に 対 す る 積 立

減 価 償 却 引 当 預 金 122,633,819 0 381,990 122,251,829 地 デ ジ 対 応 費 用

規程による積立及び支部事務所


移転に伴う事務機器等更新費用

講習会場等の確保整備積立預金 425,984,418 0 8,111,950 417,872,468 新 講 習 会 シ ス テ ム 変 更 費 用

支部事務所移転に伴う事務所及び

講習会場整備費用

受講生急減による収支悪化及び

新公益法人化等費用

合 計 755,856,536 1,010,000 34,268,785 722,597,751

３．　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

単位　円

科 目 取 得 価 格 減価償却累計額 当 期 末 残 高

設 備 造 作 43,136,044 31,929,943 11,206,101

車 両 10,395,000 2,598,750 7,796,250

備 品 153,923,362 117,363,232 36,560,130

ソ フ ト ウ エ ア 28,989,815 11,411,154 17,578,661

合 計 236,444,221 163,303,079 73,141,142

４.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は次のとおりである。

単位　円

科 目 帳 簿 価 格 時 価 評 価 損 益

国 債 ・ 地 方 債 195,263,916 195,634,148 370,232

社 債 ・ 金 融 債 143,960,000 141,990,456 △ 1,969,544

外 貨 建 債 券 62,313,419 55,261,396 △ 7,052,023

分 散 型 投 資 信 託 94,389,750 92,479,941 △ 1,909,809

合 計 495,927,085 485,365,941 △ 10,561,144

なお、資産管理運用規程に基づき、強制評価減（35％評価損）を行う債券はない。

５.　平成２３年度における受託事業の内訳は、次のとおりである。

　平成２３年度「かながわ子育て応援団」認証取得促進事業

単位　円

交付額 精算額 差引額

5,596,842 5,596,842 0

2,749,948 2,749,948 0

8,346,790 8,346,790 0

417,339 417,339 0

8,764,129 8,764,129 0

※　その他、中央労働災害防止協会、全国労働基準関係団体連合会の神奈川県支部としての受託事業を実施している。
　　

事 業 費

計 算 書 類 に 対 す る 注 記

計

消 費 税 相 当 額

小 計

一 般 管 理 費

科　　目

10,872,5763,200,000200,00013,872,576備 品 購 入 等 積 立 預 金

31,395,49911,000,000042,395,499事 務 所 維 持 等 積 立 預 金

90,081,14111,574,8450101,655,986事 業 運 営 安 定 化 積 立 預 金
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